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別添－⑥ 

アスベスト問題に関する経済産業省の過去の対応の検証 
 

平成１７年８月２６日 
経 済 産 業 省 

 
＜概要＞ 
○ アスベスト問題に関するこれまでの経済産業省の取組は、①アスベストの代替

化の促進、及び②産業界に対するアスベストに係る規制の遵守の指導及び規制

に応じた当省関連の関係法令等の整備、の２つに大別される。 
○ 代替化の促進については、１９７５（昭和５０）年から工業技術院においてア

スベストの代替化のための研究開発に取り組むとともに、１９８７（昭和６２）

年から石綿スレート製造業の中小企業における構造改善事業の一環として代替

化を促進してきた。また、１９９０（平成２）年以降は、省内担当局に石綿対

策検討委員会を設置するとともに、併せて委託調査を行い、アスベストの代替

化促進のための調査研究を実施してきたところである。 
○ また、アスベストに係る規制の遵守及び規制に応じた関係法令の整備について

は、厚生労働省所管の労働安全衛生法、環境省所管の大気汚染防止法等アスベ

ストに係る規制の遵守を産業界に対し指導するとともに、規制の変更に応じ、

こうした規制を担保するために鉱山保安法、輸入貿易管理令等、当省所管の関

連法令を適宜整備してきた。 
＜検証の経緯＞ 
 平成１７年７月２９日にアスベスト問題に関する関係閣僚会合において取りまと

められた「アスベスト問題への当面の対応」において、「政府の過去の対応につい

て、アスベストの関するこれまでの通知・通達、行政文書、研究結果等について関

係省庁での調査を踏まえ、８月までに検証する（厚生労働省、環境省等）」とされ

ていることから、アスベスト問題へのこれまでの当省の対応を整理し、その妥当性

を検証することとした。 
＜調査の方法＞ 
（１）関係書類の確認 
・ 省内関係課室がアスベストに関してこれまでに発出した通達・通知、実施した

委託調査、国会議事録等を調査。 
（２）関係職員からの事実関係の聴取 
・ アスベストに係る業務を担当していた職員に対し、アスベスト問題への取り組

みについて事実関係等を電話又は面談により聴取した。 
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検証の結果 

アスベスト問題に関するこれまでの当省の取組は、①アスベストの代替化の促進、

及び②産業界に対するアスベストに係る規制の遵守の指導及び規制に応じた当省関

連の関係法令等の整備、の２つに大別される。以下、この整理に沿いこれまでの取

組を概観することとする。 

 
１．アスベストの代替化促進に関する取組 

 
以下では、まず、アスベストの代替化を促進するために当省として取り組んでき

た施策について整理する。 
 
（１）研究開発の推進 
 アスベストの代替化に関する研究開発については、昭和５０年代から通商産業省

工業技術院の研究所において様々な研究を行ってきている。例えば、アスベスト代

替材料としての耐アルカリ性ガラス繊維の開発が求められていたことを背景に、１

９７５（昭和５０）～１９７８（昭和５３）年度にかけて、工業技術院九州工業技

術試験所において、無機構造材料に関する研究としてシラスガラス繊維の耐アルカ

リ性の評価に関する研究を実施した。このほか、アスベストの代替化に関連する研

究開発としては、ディスクブレーキ用摩擦材の研究（１９８５（昭和６０）～１９

８８（昭和６３）年度、工業技術院機械技術研究所）、非アスベスト摩擦材料の研

究（１９８９（平成元）～１９９１（平成３）年度、同）、非スチール摩擦材料に

関する研究（１９９２（平成４）～１９９３（平成５）年度、同）、押出成形技術

の基礎的研究（１９８８（昭和６３）～１９９０（平成２）年度、工業技術院九州

工業技術試験所）、積層建材押出技術に関する基礎的研究（１９９１（平成３）～

１９９３（平成５）年度、同）、アスベスト廃棄物の無公害化処理・利用技術に関

する研究（１９９０（平成２）～１９９３（平成５）年度、工業技術院資源環境技

術総合研究所）を実施している。そのほか、民間企業に対し補助金を交付し、アス

ベストの非アスベスト化技術開発に取り組んでいる（２００２（平成１４）～２０

０４（平成１６）年度）（別表１）。 
  

（２）中小企業における取組の支援 
代表的なアスベスト含有製品である石綿スレートの製造業は、需要低下による過当競

争、原材料・輸送費・人件費等の上昇により企業経営が悪化していたことから、通商産業

省は、１９８７（昭和６２）年５月、中小企業近代化促進法（昭和３８年法律第６４号）の規

定に基づき、製品の品質向上、事業の効率化、アスベスト含有低減商品・アスベスト代

替品の開発等を内容とする「石綿スレート製造業の中小企業近代化計画」を策定した。 
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この近代化計画を受け、同年６月、全国石綿スレート協同組合連合会が、アスベスト

含有率低減化技術の開発、粉じん防止対策等を内容として含む「石綿スレート製造業の

中小企業構造改善計画」（対象期間：１９８７（昭和６２）年６月～１９９２（平成４）年３月）を

策定したので、中小企業近代化促進法に基づき、通商産業省はこれを承認し、中小企業

におけるアスベストの代替化を促進した。  
なお、近代化計画においては、その後も第二次（対象期間：１９９２（平成４）年７

月～１９９７（平成９）年３月）及び第三次（対象期間：１９９９（平成１１）年４月～２００４（平

成１６）年３月）においても、アスベスト代替製品・アスベスト含有低減商品の開発が内容

に含まれており、当省として構造改善事業の一環としてアスベストの代替化に取り組んで

きたところである。 

 
（３）石綿対策検討委員会における検討及び調査 
アスベストの代替化及び低減化を円滑に推進していくため、１９８９（平成元）年４月、

学識経験者、アスベスト製品メーカーの業界団体の代表からなる石綿対策検討委員会

（生活産業局長の私的諮問機関、労働省職員も委員として参加）を設置し、アスベスト製

品の代替化及び低減化等の現状と今後の対応策、アスベスト粉じん対策等について検

討を行った。また、この委員会での検討も踏まえつつ、１９９０（平成２）年３月、委託調査

（建設省の職員も委員として参加）において中小のアスベスト製品製造事業者のアスベ

スト代替化を促進することを目的に石綿代替製品開発ガイドラインを作成した。なお、１９

９１（平成３）年度以降、アスベスト代替繊維の研究などの調査研究を実施してきたところ

である（別表２）。 

 
２．労働安全衛生法、大気汚染防止法等による規制に対応した関係法令等の整備等 

 
 以下では、厚生労働省所管の労働安全衛生法及び環境省所管の大気汚染防止法に

おける規制の変更を区切りとして、（１）１９７１（昭和４６）年から１９８８（

昭和６３）年まで、（２）１９８９（平成元）年から１９９４（平成６）年まで、

（３）１９９５（平成７）年から２００３（平成１５）年まで、及び（４）２００

４（平成１６）年以降、の４つの時期に大別して、それぞれの期間における取組を

整理する。 

 
（１）１９７１（昭和４６）年から１９８８（昭和６３）年までの期間 
＜規制措置の概要＞ 

・ １９７１（昭和４６）年制定の特定化学物質等障害予防規則（以下「特化則」という。）

においてアスベストも規制対象物質となり、1)局所排気装置の設置、2)容器等への取扱注

意事項等の表示、3)作業主任者の選任、4)作業環境測定の実施、5)保護具の備え付け等の

規制の義務づけが行われた。 
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・ １９７５（昭和５０）年、特化則の改正により、1)アスベスト等の吹き付け作業の原則禁

止、2)特定作業における湿潤化によるアスベスト等の発散防止、等の規制強化が行われた。 

 
① アスベスト製品製造業に対する法令遵守の指導 

特化則の制定前後にアスベスト製品企業の主要な工場を視察しアスベスト対

策について要請するとともに、同規則制定後、業界に対し同規則に基づくアス

ベスト対策の遵守を指導した。 
 
② アスベスト鉱山に対する法令遵守の指導、関係法令の整備 

アスベスト鉱山の危害及び鉱害の防止は鉱山保安法において、アスベスト粉

じんの飛散防止措置の実施、敷地境界及び作業環境中のアスベスト粉じん濃度

の測定など、労働安全衛生法、大気汚染防止法と同等の内容で規制や指導を行

っている。 

具体的には、特化則に基づいて定められた抑制濃度（１９７１（昭和４６）年労

働省告示：２mg/m３、１９７５（昭和５０）年労働省告示：５本/ｃm３等）を遵守す
るよう指導した。 
また、１９８８（昭和６３）年には新たに作業環境評価基準が策定されたことを

受けて（１９８８（昭和６３）年労働省告示：２本/ｃm３（クロシドライトは０．２本
/ｃm３）、２００５（平成１７）年厚生労働省告示：０．１５本/ｃm３）、引き続き鉱山
を指導するとともに、鉱山保安法に基づく告示（１９９２（平成４）年１０月１日

付け及び２００５（平成１７）年４月１日付け）において、それぞれ同等の基準を

規定した。なお、鉱山保安法の規制を受けるアスベスト鉱山は、昭和５０年以降、

北海道富良野市に所在する１鉱山のみとなっている。 
（参考）我が国のアスベスト鉱山 

我が国において、アスベストの採掘実績が確認できる鉱山は３２鉱山あるが、その多

くは昭和２０年代に採掘を終了し、１９７４（昭和４９）年には全ての鉱山が採掘を終

了している。我が国鉱山では、１９３８（昭和１３）年から１９７４（昭和４９）年ま

での間、約３７万㌧（３６８，１８０㌧）のアスベストが生産された。現在、我が国に

おいてアスベストを採掘している鉱山はないが、北海道富良野市に所在する鉱山（１鉱

山）では、１９６９（昭和４４）年にアスベストの採掘を終了した後、採掘後の残りか

すである鉱さいを原料としてアスベストの生産やアスベストを含むモルタル混和剤の製

造を行っている。ただし、アスベストの生産は２００２（平成１４）年１１月に終了し

ており、また、モルタル混和剤も２００３（平成１５）年１０月以降は、アスベストの

成分を高温で加熱して無害な物質に変化させた上で製造されている。 

 
（２）１９８９（平成元）年から１９９４（平成６）年までの期間 

＜規制措置の概要＞ 

１９８９（平成元）年、大気汚染防止法が改正され、工場又は事業場の敷地境界におけるア
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スベストの濃度基準が設定された（10本／㍑）。 
 
① 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律の改正 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和 46 年法律第 107
号。以下「管理者法」という。）は、公害防止組織を整備する工場を、大気汚

染防止法、水質汚濁防止法等の各種公害規制法の規制対象施設を引用する形で

定めることとしており、各種公害規制法の規制措置等の実効性を高めるため、

各種公害規制法の規制対象施設の追加に伴って管理者法においても規制対象工

場を追加している。 
１９８９（平成元）年、アスベストによる大気汚染を防止するため大気汚染

防止法が改正され、それに伴って、大気汚染防止法改正の附則において管理者

法が改正された。これにより、特定粉じん（アスベスト）発生施設を設置する

工場（注）について公害防止組織の整備が義務付けられることとなった。 
具体的には、本改正により、特定粉じん発生施設を設置する工場に対して、

公害防止管理者等の選任と都道府県知事等への届出を義務付けたことにより、

アスベストを取り扱う工場での公害防止組織が確立された。 
（注）特定粉じん発生施設を設置する工場 

製造業その他の政令で定める業種に属する事業の用に供する工場のうち、大気汚染防

止法施行令別表第 2の 2に掲げる施設（特定粉じん発生施設）が設置されている工場。 

 
② アスベスト鉱山に関する関係法令の整備 

大気汚染防止法の改正により工場又は事業場の敷地境界における大気中のア

スベストの濃度基準（１０本/㍑）が定められたことを受け、１９９０（平成２）
年４月、金属鉱山等保安規則において同等の基準を規定した。 

 

③「石綿粉じん排出抑制マニュアル」の作成 
１９８９（平成元）年、生活産業局長の私的諮問機関として石綿対策検討委

員会（前出）を設置し、１９９０（平成２）年２月、大気汚染防止法の改正に

より設定された敷地境界における濃度基準を遵守するための具体的な措置（除

じん装置の設置や廃棄物置場の厳格な管理等）を「石綿粉じん排出抑制マニュア

ル」としてとりまめるとともに、これに基づきアスベスト製品製造事業者を対象に講

習会を実施した。 
 
④ クロシドライト（青石綿）の輸出承認の対象化 

１９９２（平成４）年７月、「国際貿易における化学物質の情報交換に関す

るロンドンガイドライン」（以下「ロンドンガイドライン」）の担保措置とし

て、外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号、以下「外為法」と

いう。）に基づく輸出貿易管理令（以下「輸出令」という。）を改正し、クロ
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シドライトを輸出承認の対象とした。 
  

⑤ アスベストを含む廃棄物の輸出入規制の対象化 

１９９３（平成５）年１２月、「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処

分の規制に関するバーゼル条約」の担保措置として、外為法に基づく輸出令及

び輸入貿易管理令（以下「輸入令」という。）の規定による輸入公表（昭和４

１年通商産業省告示第１７０号）を改正し、アスベスト（粉じん又は繊維状の

もの）を含有する廃棄物を輸出承認及び輸入承認の対象とした。 
 

⑥ 化学物質の安全性に係る情報提供に関する指針の制定  

１９９２（平成４）年に開催された UNCED（国連環境開発会議）アジェンダ２１や ILO

（国際労働機関）において化学物質安全性データシート（ＭＳＤＳ）を取引の際に併せ

て交付する制度を普及させるべきことが指摘され、既に欧米を中心に導入されつつ

あったことから、我が国でもこれら国際的な動向と調和した形でMSDSの導入等を内

容とする化学物質の安全性に係る情報提供制度の創設について、通商産業省、厚

生省、労働省の三省で検討を進めた。そして１９９３（平成５）年３月に、化学物質の

譲渡・提供の際に当該化学物質の安全性に係る情報等を化学物質安全性データシ

ート（ＭＳＤＳ）により提供することを求めるため「化学物質の安全性に係る情報提供

に関する指針」を厚生省と共同で告示した。同指針において、アスベストも対象物質

の一つとして指定した。 

これに関し、社団法人日本石綿協会を含む２８の業界団体に対して、通商

産業省基礎産業局長名（及び業界団体を所管する内局・外局の長）にて、当

該告示の周知徹底に係る依頼文書を発出した（１９９３（平成５）年５月２６日

付け通知）。また、各地方通商産業局長及び沖縄総合事務局通商産業部長

並びに４７都道府県知事に対しても同趣の文書を発出した。 

  
⑦ 阪神・淡路大震災の復旧作業時の対応 

１９９５（平成７）年２月、政府の「石綿対策関係省庁連絡会議」でとりま

とめられた「阪神・淡路大震災に伴う建築物の解体・撤去に係るアスベスト飛

散防止対策」に基づき、関係省庁は関係事業者等による飛散防止対策等が積極

的に実施されるよう、関係団体等に対する指導をはじめ、飛散防止対策等の周

知徹底、情報提供等必要な措置を講じることとなった。 
通商産業省は、１９９５（平成７）年２月、建築物の解体・撤去に際し、アス

ベスト飛散による二次災害防止のために、業界団体である日本石綿製品工業会に

協力要請を行うとともに、近畿通商産業局に対して、アスベストの飛散防止対策、

アスベスト廃棄物の適切な処理、労働者の暴露防止対策の指導等を求める通達

を発出した。これを受け、近畿通商産業局商工部長から、（社）関西経済連合

会、（社）大阪工業会、（社）兵庫工業会、大阪商工会議所、（社）日本鉄鋼
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連盟大阪事務所、関西化学工業協会など２６関係団体に対して、「阪神・淡路

大震災に伴う建築物の解体・撤去に係るアスベスト飛散防止対策」の徹底につ

いて周知がなされた。 
 
⑧  アスベスト等の濃度測定に関する規格の制定 

アスベストを取り扱う事業場内の作業環境については労働安全衛生法、工場

から一般環境に排出されるアスベストについては大気汚染防止法にそれぞれ基

づき浮遊アスベスト濃度の測定方法が定められていたのに対して、排気の制御

など工程管理における測定方法がなかったことから、工場等の空気清浄装置の

性能測定、排気の制御等に適用することを主目的に、空気中に浮遊している

アスベストの測定方法に関するＪＩＳ規格（ＪＩＳＫ３８５０）を１９９５

（平成７）年１月に制定した。 
 

（３）１９９５（平成７）年から２００３（平成１５）年の期間 

＜規制措置の概要＞ 

・ １９９５（平成７年）４月、労働安全衛生法施行令の改正により、アモサイト（茶石綿

）及びクロシドライト並びにこれらの含有製品（その重量の１％を超えて含有する製剤

その他の物）の製造、輸入、譲渡、提供又は使用が禁止された。 

・ 労働安全衛生規則の改正により、耐火建築物等におけるアスベスト除去作業に関する計

画の届出が義務づけられた。 

・ 特化則の改正により、①特定作業における保護具、作業衣等の使用、②解体工事におけ

るアスベスト等の使用状況の調査、③吹き付けられたアスベスト等の除去作業における

作業場所の隔離等の規制が強化された。 
 

① 輸入公表の改正 
輸入に関するその担保措置として以下の取組を実施した。 
すなわち、１９９５（平成７）年４月、外為法に基づく輸入令の規定による輸

入公表を改正し、上記を輸入割当品目に追加した。これにより、当該品目につい

ては事実上輸入禁止となった。 
 

② アモサイトの輸出承認の対象化 

１９９５（平成７）年４月、労働安全衛生法施行令の改正を受け、アモサイト

がロンドンガイドラインの規制対象物質となったことから、外為法に基づく輸出

令を改正し、アモサイトを輸出承認の対象とした。 
 
③ 化学物質管理における対応 
１９９９（平成１１）年に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及
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び管理の改善の促進に関する法律（化管法）」を制定し、化学物質安全性

データシート（ＭＳＤＳ）の提供を義務化するとともに、アスベストの排

出・移動量の届出（ＰＲＴＲ制度）を義務付けた（参考１，２）。また、

ＰＲＴＲ制度の適切な実施を促進するため、当省の指導の下、平成１２年

１１月に（社）日本石綿協会がアスベストに係る「ＰＲＴＲ排出量推計マ

ニュアル」を策定し、化管法の届出対象事業者において、適切な排出・移

動量の把握が行われ、自主管理が進められている。  
 

（参考１） 化管法は、１９９９（平成１１）年７月１３日公布、平成１２年３月３０日施行。 

（参考２） 化管法上の特定第一種指定化学物質に指定されているアスベストについて、対象事業者

に排出移動量等の届出及びＭＳＤＳの提供の義務がかかる。具体的には、アスベストを年間0.5t以

上（第一種指定化学物質は1t以上）取り扱う事業所を有する対象事業者が制度の対象となる（取扱

量を算出する製品要件：原則0.1%以上アスベストを含有するもの）。また、原則0.1%以上アスベストを

含有する製品を譲渡・提供する際にはＭＳＤＳを交付する義務がある。 

 

④ ロッテルダム条約への対応 
２００３（平成１５）年１２月、ロンドンガイドラインを条約化した「国際貿

易の対象となる特定の有害な化学物質及び駆除剤についての事前のかつ情報に

基づく同意の手続に関するロッテルダム条約」（以下「ロッテルダム条約」とい

う。）の担保措置として外為法に基づく輸出令を改正し、クロシドライト、アモ

サイトを引き続き輸出承認の対象とした（ロッテルダム条約は２００４（平成１

６）年９月１３日、国内において効力発生）。なお、２００５年（平成１７）年

２月、ロッテルダム条約の規制対象物質にアクチノライト、アンソフィライト、

トレモライトが追加され、輸出承認の対象とした。 

 
（４） ２００４（平成１６）年以降これまで 
＜規制措置の概要＞ 

２００４（平成１６年）１０月、労働安全衛生法施行令の改正により、アモサイト及びク

ロシドライト以外のアスベストの含有製品（建材、摩擦材、接着剤のうち、その重量の１％

を超えて含有する以下の１０品目）の製造、輸入、譲渡、提供又は使用が禁止された。 

      ・石綿セメント円筒   ・窯業系サイディング  ・ブレーキライニング 

      ・押出成形セメント板  ・クラッチフェーシング ・接着剤 

      ・住宅屋根用化粧スレート・クラッチライニング 

      ・繊維強化セメント板  ・ブレーキパット 

 
① 輸入公表の改正 
輸入に関するその担保措置として以下の取組を実施した。 
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すなわち、２００４（平成１６年）１０月、外為法に基づく輸入令の規定による

輸入公表を改正し、上記の１０品目を輸入割当品目に追加した。これにより、当該

品目については事実上輸入禁止となった。 
 
② 労働安全衛生法施行令に関する規格の廃止等 

ＪＩＳにおけるアスベスト含有製品の取扱いについては、アスベストに係る規

制の動向やアスベスト含有製品の市場での流通量等の実態を勘案し、アスベスト

含有製品に関するＪＩＳについて、ＪＩＳ自体の廃止又は材料としてのアスベス

トを除外する改正を行ってきた(別表３)。この結果、現在、法令等でその使用等
が禁止されているアスベストの利用を規定しているＪＩＳは存在しない。 
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（別表１）経済産業省で実施したアスベスト代替化を目的とした主な研究開発 
No. テーマ名 実施期間 実施機関 概要 

１ 無機構造材料に関する

研究 （特別研究） 

昭和 50～

53 年度 

工業技術院九州

工業技術試験所 

アスベスト代替のためのガラス繊維の耐アル

カリ性の評価に関する研究 

２ ディスクブレーキ用摩

擦材料の研究（経常研

究） 

昭和 60～

63 年度 

工業技術院機械

技術研究所 

アスベスト代替材料のチタン酸カリウムにつ

いてアスベスト基材との摩擦・摩耗特性の比

較検討に関する研究 

３ 非アスベスト摩擦材料

の研究（経常研究） 

平成元～3

年度 

   同上 自動車用ブレーキの摩擦材としてチタン酸カ

リウム繊維の特性の評価とアラミド繊維との

複合化による改善手法に関する研究 

４ 非スチール摩擦材料に

関する研究（経常研究） 

平成 4～5

年度 

同上 アスベスト代替材料のセラミックス繊維、ア

ラミド繊維を用いたブレーキパッドの摩擦・

摩耗特性の評価に関する研究 

５ 押出成形技術の基礎的

研究（経常研究） 

昭和 63～

平成2年度

工業技術院九州

工業技術試験所 

無石綿押出建材で問題となる成形体の表面荒

れの改善のための添加剤の影響等に関する研

究 

６ 積層建材押出技術に関

する基礎的研究（経常研

究） 

平成 3～5

年度 

   同上 無石綿化による押出建材について各種の補強

繊維等の成形条件に関する研究 

７ アスベスト廃棄物の無

公害化処理・利用技術に

関する研究 

平成 2～5

年度 

工業技術院資源

環境技術総合研

究所 

アスベストの無害化のための白石綿の酸処理

に基づく化学的処理技術に関する研究 

８ アスベストの非アスベ

スト化技術開発に関す

る補助事業 

平成 14～

16 年度 

株式会社ノザワ

（注） 

アスベストを含む蛇紋岩鉱さいを化成処理す

ることによるアスベストを非アスベスト化等

に関する研究開発 

（注）補助金の交付先 



報告書名 委託先 概要

平成２年度

石綿代替製品調査研
究報告書（中小企業
のための石綿代替製
品開発ガイドライン）

（財）建材試験セ
ンター

大企業に比べ技術開発力に劣る中小石綿製品製造企業が、石綿代替製品を開発する
際に活用できるガイドラインを作成することを目的として、石綿セメント製品のうち最も石
綿の使用量が多く、かつ、代替化が遅れていた石綿スレートを対象に、代替製品の基本
物性、防火性能、耐久性能を試験し、代替繊維の種類と含有率を明らかにした。

平成３年度
石綿含有率低減化製
品調査研究報告書

（財）建材試験セ
ンター

石綿含有率低減化製品における代替物質（無機・有機等の繊維物質）の種類・含有率と
製品の性能を評価し、代替物質の適性について調査することを目的として、石綿スレート
について、既存の設備により試作した無石綿製品及び低減化製品と従来の石綿含有製
品との性能比較を行い、実用可能性を検討した。

平成４年度
石綿含有低減化製品
等調査研究

（社）日本石綿協
会

石綿代替繊維の安全性評価に必要な基盤整備を図ることにより適切な石綿代替化を促
進させることを目的として、石綿代替繊維、繊維状物質について、①繊維状物質の現状、
②生体影響に係る物理・化学的特性、検査方法についての調査検討及び③繊維状物質
の特性と生体影響に関する文献調査を実施した。

平成５年度
石綿含有低減化製品
等調査研究

（社）日本石綿協
会

前年に引き続き、①工業用繊維の生体における滞留性の検討、②生体影響評価実験の
基準となる標準繊維の作製方法の検討、③工業用繊維の健康影響、安全対策に関する
国内外の情報収集、④工業用繊維の安全性評価に寄与する試験方法の調査を実施し
た。

平成６年度
石綿含有低減化製品
等調査研究

（社）日本石綿協
会

前々年、前年に引き続き、①工業用繊維の作製②工業用繊維の安全性評価の予備実
験③工業用繊維の安全管理についての国内外の情報整理を実施した。

平成７年度
石綿含有低減化製品
等調査研究

（社）日本石綿協
会

石綿含有製品製造企業及び工業用繊維・含有製品製造企業における環境マネジメント
システム（ＩＳＯ１４００１）の環境管理・監査規格への対処について、現状及び問題点を把
握し、今後の対策を検討することにより、適切な管理仕様を促進させることを目的として、
①経営方針、②社内組織、③内部監査及び環境報告書、④広報・啓蒙・社会活動、⑤環
境関連コストの現状と認識等についてアンケート調査を実施した。

平成８年度
石綿含有低減化製品
等調査研究

（社）日本石綿協
会

実際の施工現場での加工時、解体時における粉じんの発生量等について信頼できる
データを入手することを目的として、石綿含有製品のうち、製造量の多い建材について、
切断・研磨などの加工時、解体時を想定した実験等により石綿繊維を含む粉じんの発生
量・濃度の測定評価等を実施するとともに、施工現場における施工作業状況や粉じん対
策等の実施状況を把握するため、施工実施責任者に対し、①施工作業の状況、②粉じ
ん対策、呼吸用保護具の状況、③廃棄物処理などについて、アンケート調査を実施し
た。

平成９年度
石綿含有低減化製品
等調査研究

（社）日本石綿協
会

石綿含有建築材料を対象に、施工現場における石綿粉じんの発生量・濃度を把握し、評
価を行うことを目的に、①公表されている石綿含有建築材料の施工時の石綿及び粉じん
濃度のデータを収集・解析し、石綿及び粉じんの発生・濃度の関係を把握、②石綿含有
建築材料を使用している施工現場で石綿及び粉じん濃度の測定を行い、併せて作業条
件、作業環境を調査するとともに、③石綿含有建築材料製造企業を対象に、製品のライ
フサイクルについてアンケート調査を実施した。

平成１０年度
石綿含有低減化製品
等調査研究

（社）日本石綿協
会

建築物に使用している石綿含有建築材料の経年変化による石綿粉じんの飛散可能性の
有無を把握することを目的として、①石綿含有外装材料の経年変化による石綿の付着状
態をローラー圧着法により把握するとともに、②平成８年度、９年度の調査研究の成果及
び過去の施工現場等における実測データに基づき石綿粉じんついてのデータ整理、③
工業用繊維・含有製品製造企業に対しライフサイクルについてのアンケート調査を実施
した。

平成１１年度
石綿含有低減化製品
等調査研究

（社）日本石綿協
会

経年変化した石綿含有建築材料の石綿粉じんの飛散状況を把握することを目的として、
屋外気流を想定し、飛散状況を測定することにより実態を把握するとともに、使用エネル
ギーから見た窯業系建築材料のライフサイクルアセスメント調査（資源、エネルギー、環
境負荷発生量の視点から工場設備や機械設備の運転など直接的なものを対象に定量
的にデータを収集し分析）を実施した。

平成１２年度

平成１２年度無機新素
材産業対策調査（石
綿含有率低減化製品
等調査研究）

（社）日本石綿協
会

平成３年度から実施してきた「石綿含有低減化製品等調査研究」の最終年度に当たり、
これまでの調査研究成果を総括した上で、石綿含有製品の将来を見通した方策を立案
するため、①我が国における石綿含有製品及び無石綿製品の生産現状、累積生産量、
石綿禁止以降の対応動向についての調査研究、②海外における石綿使用の規制に係る
動向調査研究を実施した。

平成１６年度

石綿含有窯業系建築
廃材の石綿無害化及
び健康影響に係る安
全性の調査

（社）日本石綿協
会

石綿含有窯業系建築廃材のリサイクルに資することを目的として①熱処理による非石綿
化技術の検討②熱処理品の材料としての可能性の評価③熱処理による生成物の安全
性の文献調査④熱処理生成物中の微量な石綿の有無を確認するための石綿検出技術
の調査を実施した。

（別表２）アスベストに関する委託調査研究
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（別表３）アスベスト含有製品におけるＪＩＳ規格の廃止・改正の実施 

 
 

A5301 水道用石綿セメント管 

A5315 水道用石綿セメント管の石綿セメント継手 

A9502 石綿保温材 

A5425 合板補強石綿セメント板 

A9503 けいそう土保温材 

M8602 石綿 

C2210 電気絶縁用石綿セメント板 

R3456 水電解用石綿隔膜 

R3450 石綿糸 

R3451 石綿布 

R3452 石綿組ひも 

R3454 石綿板 

A5405 石綿セメント円筒 

A5423 住宅屋根用化粧スレート＊ 

A5430 繊維強化セメント板＊ 

R3455 産業機械用石綿ブレーキライニング 

昭和６３年 １月廃止 

昭和６３年 １月廃止 

平成  元年 ２月廃止 

平成  元年  ４月廃止 

平成 ２年 ７月廃止 

平成 ４年 ６月廃止 

平成 ６年 ６月廃止 

平成 ６年 ７月廃止 

平成 ９年 ３月廃止 

平成 ９年 ３月廃止 

平成 ９年 ３月廃止 

平成 ９年 ３月廃止 

平成１６年１０月廃止 

平成１６年１０月改正 

平成１６年１０月改正 

平成１７年 ３月廃止 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊ 原材料としてのアスベストを除外するための改正 
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